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経済学研究 44-1
北海道大学 1994.6

国際会計における一本化の問題*

吉見 宏

第l節序 る関係にある。すなわち，各国毎の会計制度の

国際会計論の分野における近年の議論の傾向

は，大きく 2つに整理できる。その 1つは，そ

れぞれに異なる歴史的背景を持って発展してき

た各国の会計制度について詳細に比較検討しよ

うとするものである。諸外国の会計制度を研究

することにより，自国の会計制度に反映させる

手掛かりを把握するという視点から，これらの

研究の意義を認めることができょう 1)。また，か

かる研究の結果として， Da Costa，et.al. [1978J 

やNobes [1992Jにみられるような，各国の会計

制度を類型化する研究も行われている。

いま 1つは，このような固により異なる会計

制度の一本化にかかわる議論である。この問題

は，周知のごとく EC域内の会計基準調和化の
試み，そして国際会計基準委員会(Interna.

tional Accounting Standards Committee; 1 A 

S C)による国際会計基準(International

Accounting Standards; 1 A S s)設定プロジェ

クトの両者が具体化したために，にわかに国際

会計論の中心的課題となった感がある。この会

計制度の一本化の研究は，先の各国会計制度の

研究と無関係ではなく，前者は後者を前提とす

* )本稿は，日本会計研究学会第41回北海道部会報告「会
計基準の調和化の方法J(平成4年5月23日，於北海
道大学)を基礎に，大幅な加筆修正を行ったものであ
る。
1)さらに，たとえばインフレーション会計の研究にお
いて，すでにこれらを制度化している南米諸国の場
合につき研究することが有効であったように，特定
の会計分野の研究視点から諸外国の会計制度研究の
有用性をみることもできる。

違いがあるからこそ会計制度の国際的一本化が

問題になるのであって，各国会計制度の個別研

究を経て初めて，会計制度の一本化の議論も可

能なのである。

さらに，自国の将来の会計制度を構想する際

にも今やこの国際的な会計基準の一本化を視野

に入れざるを得なくなってきており 2)，その意

味で，先の国際会計論の2つの議論分野のうち，

後者が前者を逆に意義づけてもいる。その意味

では，会計基準の国擦的一本化は，今日の国際

会計論の中心的テーマであるといえよう。

本稿では，かかる国際会計論における一本化

の議論が，きわめて現実的な問題であるのみな

らず歴史的な問題でもあることを検討し，さら

に現在の議論である会計基準の一本化の方法に

つき検討する。

第2節利益計算方法の一本化

現在我々が利益を計算するために利用してい

る貸借複式簿記が，イタリアに端を発するもの

であり，イタリア式簿記とも呼ばれているとと

は周知の通りである3)。このことからわかるよ

うに，現在の貸借複式簿記はそもそもヨーロツ

パの一地域で利用されていたにすぎない計算技

2) Seidler [1967J ，p. 775. 
3)複式簿記については，いわゆるイタリア起源説の他
に，ローマ起源説も論じられているところであるが，
後述の会計利潤計算の観点から複式簿記の必然性を
考えれば，イタリア式簿記にその起源をみるべきと
思われる。参照，茂木[1969J，152-154頁。
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舗であり，当初から世界的に利用されていたも

のではない。康史的には，世界各地にさまざま

な形態の利主主計算方法が存在し，それがイタリ

ア式簿記に一本化されていった過程が存在した

のである。この利益計算方法の一本化払現代

的な国擦会計の視点から見ても，まさしく一本

色の問題にほかならない。

しかしながら，この一本化の過程は，会計担

当者達が話し合って一本化していったというも

のではなく，むしろ貸措複式簿記が白熱に，必

然的に缶播し一本化されていく過程で、あった。

当時は地域，国ごとの経済的交流が現代のよう

に盛んではなかったことを考え合わせれば，む

しろかかる一本化の必然性は少なかったように

さえみえるが，にもかかわらずかかる形で一本

化が現象したのはなぜであろうか。

その理由は，まさに自由主義経済体制，ない

し資本主義経済体制の世界的確立に求めること

ができる。資本主義経済体制下にある企業活動

の理由は，端的にいって利潤の創出に求めるこ

とができる。費告複式簿記は，この利潤を会計

的に認識するためにきわめてすぐれた計算技術

であったからこそ，資本主義下におげる営利企

業が発展するにつれ，これが普遍的に利用され

るに至ったのである九これは，各国の封建体制

からの脱却，経済活動の広域化，国際化に伴っ

て明確となる。北部イタリアで用いられていた

簿記が，資本主義の発農に伴ってヨーロツパに

誌がる九東洋に位置する我が国においても，封

建体制からの脱却，資本主義経詩体制への移行

に持って，あたかも従来保持してきた伝統的利

益計算方法を一切捨て去るごとくして，西洋式

の貸借護式簿記による会計的利潤計算，利主主計

算へと移行したのであった。

このように，賢母捜式簿記への一本化が資本

主義経撰の展開と共に進んできたとすれば， i反

4)もちろん，小島[1961J，58司閲覧にみるように，複式

簿記の普及の原因については議論があるところであ

る。
5) Bryer[19ヲ3J，pp.1l6125“ 

く利潤創出を経済活動の日的としない経済

体制が存在すれば，現代にあっても必ずしも貸

借櫨式簿記による利主主計算の必然性は生まれな

い可能性がある。現代に成立した社会主義が果

たして利潤創出を目的としない経済体制であっ

たのかには疑問が残るが，そう主張する中で，

旧ソ連や中国において，貸借複式簿記とは異な

る計算方法，ないし，これを改良して社会主義

経済体制に合った計算方法が主張されたのは白

熱なことである 6)。

しかし旧ソ連諸国は資本主義体制へ，中国も

事実上の資本主義である「社会主義市場経済」

体制へ移行し，今や世界経済の大部分が自由主

義経済，ないし資本主義経済の論理によって動

いているといってよい。このような状況下で，

会計上の利潤計算方法としては貸借複式簿記に

よる利益計算に世界的に一本化されていると認

識じて問題はないであろう。

第3節外国為替会計における一本化問題

第二次世界大戦後の金・ドル本位制の崩壊，そ

してニクソン・ショックによる変動相場制への

移行は，会計的には外国為替換算にかかわる会

計処理問題を惹起した。

現行の貸借複式簿記が貨幣単位により記帳さ

れていることはいうまでもない。変動相場制移

行以前は，企業が複数の国で活動し，それぞれ

現地国通貨で利益計算を行っていたとしても，

基本的には固定された為替相場で決算日に換算

を行って個別財務諸表を作成し，あるいは個別

財務諸表を連結して，連結財務諸表を作成する

ことができた。その意味で，理論的にはある 1

つの，一本化された貨幣単位を使って世界中い

ずれの閣でも財務諸表を作成することが可能で

6)たとえば成立初期の旧ソ速において民l民経済計算が
重視されるあまり企業会計が軽視されたり(森

[1991J， 26頁)，中国において社会主義主に合った新た

な簿記法が議張されたのはその例である(爾村

[1989J， 15頁)。
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あったといえる。しかしながら，変動相場制移

行以後は，利益計算におけるかかる仮定は放棄

されざるを得なくなった。金本位制という一つ

の経済上の前提が崩れたために，固によって，

異なる尺度をもって利益計算を行わざるを得な

いことが顕在化するに至ったのである。

前節で述べたように，現代では世界的に利益

計算方法は貸借複式簿記に一本化されている。

しかし，変動相場制への移行は，貸借複式簿記

が各国毎に異なる貨幣単位によって記帳計算さ

れる限り，そこで計算された利益額を統一的に

比較し理解することを困難にしてしまった。た

とえばA国で起こった取引を元にA国の通貨単

位で計算された利益を，仮にB国でB国の通貨

単位をもって計算した場合に，果たして両者の

利益が一致するのかどうかは，もはや確証をも

てないのである。貸借複式簿記が利益計算のた

めに用いられるとすれば，それが貸借複式簿記

自体の欠陥ではないにもかかわらず，国ごとに

計算される利益額が異なってしまう可能性があ

るのである。これをいいかえれば，利益計算の

点で，世界的に一本化され得なくなってしまっ

た部分が顕在化したといえる。

もちろんこの問題は，外国為替換算の方法が

一本化されれば，かなりの程度解消される問題

であろう。しかしながら，現在のところ，外国

為替換算の会計方法を世界的に一致させること

については，いまだ明確な結論をみていないと

いわざるを得ない。そして，この問題は以下に

述べる国際的な会計基準の一本化の問題と併せ

て，近年議論されるに至っている。

第4節会計基準の国際的一本化

(1)会計基準多様化の必然性

前述のごとし現代的な国際会計論の課題と

しては，世界的な会計基準の一本化があげられ

る。この問題を考えるとき，我々はまず，そも

そも会計基準が国ごとに異なる理由を考察して

おかねばならない。

一般に会計基準は，会計実務をもとにまとめ

られたものとされる。たとえば，我が国の会計

基準たる「企業会計原則」については，-企業会

計原則は，企業会計の実務の中に慣習として発

達したもののなかから，一般に構成妥当と認め

られたところを要約したものJ 7)とされている。

このように，会計基準が会計実務から作成され

たものならば，国ごとの会計基準の相違は，会

計実務の相違に起因していることになろう。さ

らに，会計的な利潤計算方法が複式簿記に一本

化されているとすれば，その会計実務の相違は，

複式簿記を通じて会計が認識する取引のありょ

うが固によって異なっていること，すなわち包

括的にいえば企業活動のありかたが異なってい

ることを意味している。

もちろん，経済体制の違いによっても企業活

動の現実は規定されるが，それだけではない。

たとえ同じく資本主義体制下に活動する企業で

あっても，現実には国によりその活動の在り方

はかなり相違しているといわざるを得ない。そ

れは経営の様々な部面で表れようが，会計の視

点からみて重要な相違は，資金調達方法の相違

である。周知のように，大別すれば企業の資金

調達は直接金融による方法と，間接金融による

方法の 2つがある。現実の企業はこの両者を組

み合わせて資金調達を行っているが，前者を中

心とするか，後者を中心とするかは，国ごとに

明らかに異なる傾向をみせている。直接金融を

中心とした資金調達は，成熟した証券市場の存

在を必要とするが，かかる証券市場の発達は新

規参入企業の直接金融の可能性を大きくする。

さらに，この場合には，他人資本の導入にあっ

ても企業の主体的意思決定にまかされる社債や

コマーシャル・ペーパーによることが多くなる。

かかる環境下では，企業が会計報告を行う必要

のある利害関係者とは第ーに株主を典型とする

外部投資家にならざるを得ない。

7) ，企業会計原則の設定について」大蔵省企業会計審議

会，昭和24年7月9日。
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対して間接金融を中心として資金調達を行う

とすれば，そこでは必ずしも成熟した証券市場

の存在を前提としないかわりに，潤沢で長短

様々な期間にわたる資金を提供することができ

る銀行の存在が必要となる。資金の調達におけ

る企業の主体的意思決定の側面は後退し，銀行

との関係が重要となり，大銀行を中心としたし

ばしば資金面を越えた企業関係すらも成立す

る。かかる環境下では，企業が会計報告を行う

必要のある利害関係者とは，まず取引銀行を典

型とする債権者にならざるを得ない。

このような違いは，当然のことながら利益計

算の外部報告について規制する会計基準の規定

にも影響を与え，国ごとの会計基準の違いと

なって表れざるを得ない。

ところで会計基準一本化の必要性は，企業の

多国籍化にその根拠を求めているーその限りで

は前節の外国為替換算の問題と同様であるが，

国境を越えた企業活動がさらに活発化した結

果，現地子会社による財務諸表の発表，ないし，

親会社による外国での財務諸表の発表の必要性

が生じ，結果としてー企業が異なる会計基準に

従った財務諸表を作成しなければならない不都

合が顕在化した。そのため，会計基準の方を国

際的に一本化し，かかる不都合を解消すべきで

あるという議論がなされるようになった。すな

わち，財務諸表の作成者たる企業側からみれば，

会計基準の国際的一本化は，財務諸表を国ごと

に複数作成しなければならない手数やコストを

削減できる。また財務諸表を受け取る利害関係

者にとっては，異なる国の企業の財務諸表を容

易に比較することができ，情報が簡素化され容

易な理解に資することになるというわけであ

る。

(2)会計基準の国際的一本化の議論の多様性

以上のような理由から，会計基準の一本化の

議論は近年特に盛んになっているが，反面，必

要以上に複雑な議論が展開されているように思

われる。その原因については，以下のような二

点、にまとめることができょう。

その第ーは，現実に行われている会計基準一

本化の方法に様々なものがあることである。

Wallace[1990]および広瀬[1992]によりまとめ

ると，まずその方法は a 国家間での会計基

準の相互承認と， b.モデルとなる基準を別途

形成し，それとの一致を図る方法，に大別する

ことができる針。このうち aは，基本的には二国

間での会計基準の共通化に有用な方法である。

しかし，多国間の会計基準を一本化するために

は，この方法では二国聞の会計基準の相互承認

の積み重ねというプロセスを経ねばならず，最

終的な一本化の完成には時間的にも手続き的に

も制約が大きい。したがって多国間における会

計基準の一本化が必要とされる場面では aの

方法は放棄される傾向にある。

周知のように，現在までに多国間での会計基

準一本化を具体的に進めてきたプロジェクトと

しては， E C (ヨーロッパ共同体)9)とIASC

のものが挙げられる。この両者においては，会

計基準一本化の方法としてはaのような相互承

認の積み重ねではなしやはり bの方法がとら

れている。もっともそこで、は，確かにいずれも

先の bの一本化方法を取っているというもの

の，その具体的な実行方法には大きな違いがみ

られる。

8) Wallace[1990J， p.16は調和化を達成する方法とし
てこの2つをあげ，広瀬[1992Jは前者をMR型，後
者をU型と呼ぴ，やはり調和化の二類型としている。
9) 1993年より， ECにおいてはいわゆる統合市場が完
成したとされ， 1993年11月に発効したヨーロツパ連
合条約により ECもEU (European Union;ヨー
ロッパ連合)と呼ばれるようになった。 ECは，組織
的実体を持つEEC(ヨーロッパ経済共同体)， EC 
s C(ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体)， EAEC(ヨー
ロッパ原子力共同体)の総称であり，よってEC会計
制度調和化はしばしばEEC会計制度調和化ともよ
ばれてきた。このうち今般EECがヨーロッパ連合
条約によりECと呼ばれることとなり，新EC，E 
CSC， EAECの総称としてEUがあるという関
係になる。本稿は，このEU成立に至るまでに行わ
れた会計制度調和化過程を考察の対象としているた
め，連合条約成立以前の意味でのECの呼称をその
まま用いている。
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ECが取ってきた会計基準一本化の方法は，一

般に調和化(harmonization)と呼ばれてきた。

そこでは調和化のモデルとなる基準として， E 

C会社法指令が公表され， EC加盟諸国はこれ

に自国の会計基準を一致させていくことによ

り， EC域内諸国の会計基準の調和化を図ると

いうプロセスが取られている。 EC会社法指令

のうち，第4号，第7号，第8号指令が会計規

定に直接的に影響を与えるものであり，特に第

4号指令は会計計算規定を定めるものとして重

要である。このEC第4号指令において我々が

特に注目すべきは，これにイギリス会社法の規

定であるtrueand fair view (真実かつ公正なる

概観)が，財務諸表が満たすべき要件として導入

されたことである。 trueand fair viewは，財務

諸表の要件としてはたいへん抽象的な概念であ

る。すなわち， true and fair viewという暖昧で

決定的でない用語を通じて，加盟各国にその具

体的意味の理解についτ判断の余地を残したも
のとなっている10)。したがって， EC域内で同じ

くtrueand fair viewを満たしているとされた

財務諸表でも，実際に依拠した園内法の違いに

より求められる具体的会計手続きは必ずしも同

じとは限らない。にもかかわらずそのような各

国の圏内法に従っていれば，各々の財務諸表は

true and fair viewを満たしていると認められ，

域内で調和化がなされているとみなされるので

ある 1九

IASCの場合も，モデル基準としての IA

S sを起草して，加盟国にこの圏内法化を求め

る点ではECと同じであるが，圏内法化の際に，

原則的に IASsに示された基準を解釈の余地

なくそのまま圏内法に反映させようとするとこ

ろにECとの会計基準一本化方法の差異がみら

れる。 IASCの場合，会計基準一本化の過程

は，一般に統一化と呼ばれている。この用語の

違いからも， ECにおける調和化よりも，より

10) Hopwood[1990J，p.49. 
11)吉見[1988J，参照。

厳密な基準一本化をめざしていることがわか

る。すなわち IASCの会計基準統一化におい

ては， 1 AS sの規定の中での選択の余地を狭

めれば狭めるほど，これを園内法化した国々同

士の財務諸表の比較可能性は高まることにな

る。そしてこれを現実に実行したのが公開草案

第32号(E3 2)にほかならない。そこでは，

会計処理方法の選択可能性を事実上なくしてし

まうことが考えられている。いわば究極の一本

化である。

ECとIASCに以上のような方法の違いが

生じているのは，これらのプロジェクトに参加

している国々の会計基準のありかたにある。す

なわち， ECの場合，イギリスのような直接金

融中心の企業を多く抱え，それに合った会計基

準を持つ国もあれば，フランス， ドイツのよう

に伝統的に間接金融中心の企業を多く抱え，そ

れに適合した会計基準を持つ国もその加盟国に

含まれている。乙れらの国々による会計基準の

一本化作業が難航したことは想像に難くない。

一般に会計基準を国際的に一本化する際に

は，他の国際的な交渉と同様にしばしば国の基

準作成担当者による話し合いと妥協で議論が進

められることになる。これは，複式簿記が利益

計算の必要性から国際的に一般化したのとは異

なり，いわば人工的な一本化といえる。もちろ

ん話し合いにあたっては，各国の交渉担当者は

極力自国の基準を反映させようとしょうが，そ

もそも各国の会計基準が各国の会計実務から作

成されたものであることが無視され，交渉当事

者の利害関係や力関係が反映されることも珍し

くない。このような方法で会計基準が仮に一本

化され，強制されたとすれば，それは会計基準

が逆に各国の会計実務を規定することに通じ

る。それは端的には，企業の資金調達方法を逆

に規定することに表れ，これによって企業に

よってはそれまで培ってきた国際的競争力に大

きな影響を受けざるをえなくなる。 ECの場合

はこのような利害の対立が顕著に表れ，結果と

して現実には一本化され得ていない部分を多く
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含んだ調和化という方法が選ばれたのである。

対レて IASCの場合は，アメリカ，イギリ

スといった直接金融中心の企業を抱える国々が

その中心メンバーである。実際，近年IASC

は，その基準を各国の証券取引規制にまず導入

させることを目標に据えており，その限りでは，

もともと類似した会計基準を持つ国々の間での

基準一本化であるといえる。その結果が，先に

示した統一化による方法の採用である。

以上のように，各国の会計基準の相違はその

国際的一本化方法の違いを生む。そしてこのこ

とは，さらに会計基準一本化にかかわる諸概念

の錯綜を生む。このことが，議論複雑化の第二

の原因である。

周知のように，会計基準の一本化については，

本稿で用いている一本化という用語よりは，む

しろECの場合に用いられていた調和化の方が

一般的である叫。ところが，この調和化という用

語自体が，残念ながら現状では必ずしも安定的

な意味づけを得ているとはいい難い。さらに，

調和化と共に， 1 AS Cの場合に用いられてい

た統一化(uniformity)，そして標準化

(standardization) 13)といった類似した用語も

しばしば使われ，これらの用語も，やはり論者

ごとに様々な定義をなされて使われているので

ある 14)。

たとえば，これらの用語が用いられる際， E 

CやIASCにおける調和化，統一化のように

それが会計基準を一本化する方法を指している

場合もあれば，そうではなくて会計基準が一本

12) Nob巴s[1991Jは調和化」を「会計実務の多様性の限
度を定めることによってその比較可能性を増す過

程」と広く定義し標準化」は「より厳格で制約的

な規定を課すことを意味している」とし，前者をE

Cの場合に，後者を IASCの場合に対応させてい
る(Nobes[1991J ，p.70)。

13) E Cは，もともとは IASC型の一本化を指して標
準化と呼んでいた(Commissionof the European 

Communities [1986Jふ13)。
14) TayPark巴r[1990]，p.71のように，これらの用語の
使い分けを主張し，案を提示する試みもなされてい

る。

化された状態を指している場合もある問。これ

らの用語の分類，整理の必要性が訴えられる反

面，これらの用語が，現実には今や，用語の区

別に留意することなく使われていることも多

く列したがって，現在では調和化や統一化と

いった用語を区別して使うことは生産的でない

とも主張される 1九

しかし我々は，現実に会計基準一本化の方法

には， EC型の調和化， 1 AS C型の統一化の

ように複数のものが存在することを確認してお

かねばならない。そしてこの点の確認が，複雑

化した会計基準一本化の議論の理解にとっては

肝要である。

第5節結語

本稿では，会計基準の国際的一本化の議論が

国際会計論の中心課題となっている現状を鑑

み，会計現象の国際的一本化は必ずしも現代的

な現象ではないこと，すなわちそこでは，世界

的な資本主義化による複式簿記への一本化，変

動相場制への移行により生じた外国為替換算会

計があり，そして今日では企業の資金調達方法

の相違が会計基準の一本化を困難にしているこ

とをみてきた。このように，国際会計における

一本化の問題は，常に経済状況の変化と関連し

ているにもかかわらず，こと会計基準の一本化

にかかわる議論については，その認識が希薄で

あるように思えてならない。

15)すなわち，第一の考え方は，様々な会計基準が併存
する状態から，それらが一本化された状態へ至らし

める方法が調和化であり，調和化によって会計基準

が一本化された状態を統一化ないし標準化とする。

対して第二の考え方は，様々な会計基準が併存する

状態から，それが一本化された状態へ至らしめる方

法に，調和化，統一化，標準化といった異なるもの

があるとする。ここには，用語としては調和化一つ

を用いるが，様々な種類の調和化方法があると考え

るものも含まれる。

16)野村[1983J，黒田[1978J，53頁， Van Hulle[1990]， 
p.2. 

17)黒田[1989J，29頁。
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最後に，そもそも会計基準の一本化は必要な

のであろうかという疑問を呈しておきたい。先

にも述べたように，会計基準の一本化の必要性

は，専ら財務諸表の比較可能性の確保，すなわ

ち利用者側の便宜から論じられており，本稿で

考察したような会計基準が異ならざるを得ない

現状は必ずしもよく理解されていない。

しかし，そもそも異なる会計基準が併存し，

それに従った財務諸表を作成するコスト，そし

てそれらを比較対照する手聞は，相当に大きな

ものなのであろうか。たとえば，各国に共通の

国際的会計基準と園内基準との併存を認めた上

で，圏内基準準拠の財務諸表と国際基準準拠の

財務諸表の 2種類の財務諸表を作成することで

も，国際的な比較可能性の確保は可能である。こ

のような手間と，国際的な共通基準を得るため

の調和化，統一化のあくなき努力とでは，果た

してどちらに有効性があるのだろうか。たとえ

ば仮に IASC参加諸国により IA S sが導入

されたとしても，現状では各国圏内に IASC

に従った証券取引法制と，それ以外の会計基準

との二重基準を生じさせる可能性すらある。

ちょうど，戦後の我が国が，証券取引法および

これに従う企業が準拠すべき企業会計原則と，

従来からある商法との二重の会計規定を抱えそ

の一本化に圏内で腐心してきた過程が，世界の

多くの国々に生じかねないのである。

それよりも企業聞の経済的競争が今後更に国

際的に展開されれば，その中で資金調達方法自

体が一本化されていく事態も否定できない。そ

うなれば，利益計算方法の複式簿記への一本化

の過程のごとしむしろ必然的に会計基準の一

本化が進展せざるを得ないと考えられる。
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